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要 旨

本稿は,い じめ防 Lにつながる学級づ くりを目標に,校外専門機関との連携 の下に取 り組まれたある中学校 に

おけるい じめ防止プログラムの開発 と実践の経過を報告することを通 して,中学校におけるい じめ防止に向けた

学級づ くりを目指 して全校推進体制をすすめる上で手がか りとなるい くつかの重要なポイン トを明 らかにするこ

ととしたい。

キーワー ド:ヽ じ`め防止プログラム,専門機関との連携 .

取り組みの背景

いじめに関する深刻な事件が後を絶たない。2011

年 10月 の大津市中 2い じめ自殺事件は記憶に新しい

ところである。この事件を機に文部科学省は “いじめ

防止対策推進法"を 2013年 6月 28日 に公布し,い
じめが,い じめを受けた児童等の教育を受ける権利を

著しく侵害し,その心身の健全な成長及び人格の形成

に重大な影響を与えるのみならず,そ の生命又は身体

に重大な危険を生じさせるおそれがあるものであると

の認識のもとで,い じめ防止のための対策を効果的に

推進するための基本理念や国及び地方公共団体等の責

務,い じめの防止等のための対策に関する基本的な方

針などを定めることとしたところである (文部科学省,

2013)。

ところで文部科学省は,例年 “児童生徒の問題行動

等生徒指導上の諸問題に関する調査"を実施 している

が, この調査で取 り扱われているい じめの定義が

2007年度から見直された。それまでは,「①自分よ

り弱い者に対して一方的に,②身体的・心理的な攻撃

を継続的に加え,③相手が深刻な苦痛を感じているも

の。Jと されていたのが,2007年度調査の時点では
,

「当該児童生徒が,一定の人間関係のある者から,心
理的,物理的な攻撃を受けたことにより,精神的な苦

痛を感 じているもの。Jと 変更され, とくに,「個々

の行為が 「いじめJに当たるか否かの判断は,表面

的・形式的に行うことなく,い じめられた児童生徒の

立場に立って行 うものJと扱われるようになり,よ り

いっそ ういじめ被害者の気持ちに寄り添った内容に修

正されている。また, 1仲 間はずれ」や 「集団による

無視Jな ど直接的にかかわるものではないが,心理的

全校推進体制,学級づくり

な圧迫などで相手に苦痛を与えるものも含む こととさ

れ, “深刻な"苦痛だけに限定 されないことと合わせ

て,い じめ被害者の立場に寄 り添 う方向への定義の大

幅な見直 しが行われたといってよい。

しか しなが ら,文部科学省によるいじめの定義が変

更 されて以降,いじめの認定件数が減少 したことを裏

付ける客観的資料はなく (定義の変更があったために ,

先の文部科学省による調査結果の うちでいじめの発生

件数などはグラフが非連続 となっていて,比較困難で

ある。なお,定義の変更のたびごとに翌年度のいじめ

認定件数等が急増す るとい う特徴 も見 られる。),
2007年度以降い じめを原因 とする自殺の疑 いを捨て

きれない事件 も,大津中 2自 殺事件以外にも発生 して

いる (桐生市小学生い じめ自殺事件 (2010年 10月 )

や,長崎 県中 3い じめ自殺事件 (2014年 1月 )な
ど)。

いじめがいじめを受けた児童生徒のこれからの人格

発達にとつて持続的に否定的影響を与え続け,登校 を

回避することを余儀なくされた結果、教育を受ける権

利す ら侵害 される場合があるとい う,あ ってはならな

い事態であるとの認識のもとで,各学校はそれぞれ独

自のい じめ防止につながる取 り組みを実施 してきた。

また,教育委員会 レベルで も,た とえば愛知県教育

委員会 (2009)や 兵庫県教育委員会 (2007)の ように ,

教育委員会 としていじめ防止のための教職員向けや保

護者向けのマニュアルや リーフレットを作成するなど,

いじめ防上につながる啓発活動に精力的に取 り組んで

きた。

おそらく学校単位で見れば,い じめの発生や い じ

め被害に苦 しむ児童生徒数が減少 した とい うよ うな

成果 に結びついた取 り組みを展開 した例はいくつか
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見出されるであろ うが, こうした行政 各学校の不

断の努力にもかかわらず,全体的な日J象 としては,

いじめ防止に着実につながるような明確な成果が共

有される段階に到達しているわけではなく,学校教

育現場におけるい じめ防止は引き続き喫緊の教育課

題 となっている。

そ うした状況が生ずる原因として考えられるのは
,

まず第 1に ,い じめに対する具体的な対処の仕方や

参考 となる事例がマニュアル等に掲載 されたとして

も,それ らを有効に活用 して防止につなげるような

授業づくりや学級経営を進める活動が,個 々の教員

の意欲と工夫に任 されて しまっていることが挙げら

れる。お手本が示 されているからといつて,それを

直ちに受け持ち学級の児童生徒に機械的に適用でき

るわけではない。また,い じめ防止に向けたマニュ

アルはそもそものマニュアル としての性格上,よ り

一般的で抽象化された記述が多くなる。そのことが
,

かえつて個々の教師が感 じ取っているであろう “自

分の学級"の子どもたちの実態 との距離を生み出し,

具体的な働きかけの方法を案出する妨げとなつてい

ることが想像される。

第 2には,これもマニュアルとしての位置づけで

ある以上止むを得ないことであろうが,い じめのと

らえ方や対処の仕方に関する理論的根拠が必ず しも

鮮明ではないことである。なぜ記載されている内容

の手立てが有効であるのか,その背景要因について

確かな理論的根拠が示 されていないことは,教師

個々人が期待する理論的な確信に基づいた実践 とは

異なつて,一歩前に足を踏み出す ことに躊躇せ ざる

を得ない抑制的な感情を生み出す。

多 くの教員がい じめ防止という喫緊のテーマに関

して,こ のような二の足を踏まざるを得ない状況を

打開するための方策として考えられることは,まず

第 1に ,い じめ防止に向けて教職員が互いに意思の

統一を図 りつつ,相互に協力し合いながら学校全体

として取 り組みを推進する体制について職員間の合

意を得ることである。そのためには,所属校におけ

る子 ども同士の人間関係の特徴や実態,課題などに

関する認識の共有イrを 図 りつつ,い じめ防止に結び

つくような具体的なプログラムを開発 し,実践 し,

評価する仕組みを作 り上げることが必要であろう。

合わせて,校長の リーダーシップのもと,全職員が

それぞれの保有する力量を最大限に発揮 して,全校

一九 となつていじめ防止に努めるとの意思統一がな

されることが必要であろう。

また第 2には,理論的根拠に基づいたいじめ防止

プログラムを開発するためには,外部の専門機関と

連携を進めることが有効であるということである。

学校がこれまで蓄積してきたいじめを始めとする生

徒指導上の諸問題に対する理解と対応に関する実践

的知識に加えて,外部専門機関が有す る理論的裏づ

けや学説 といつた資源を有効活用することによつて ,

児童生徒の実態により適 した,かつ実施効果が期待

できるプログラムを共同開発することができるであ

ろう。

こうした問題意識に基づいて,第 1著者が当時校

長を勤めていた H市立 S中学校では,2012年度に

開発 したいじめ防止プログラムを 2013年 度に実践

することとした。

取り組みの経過

(1)学区の特徴

H市立 S中学校は,同市東区に位置 し,学区の人

口は 2万 4000人はどである。近年,宅地開発が進

み,人口が急増している。新規転入者の増加により,

コミュニテイを再形成 している段階にある地域であ

る。その結果 ,こ こ数年にわたつて,学区の小・中

学校は 2,3年 に 1学級のペースで児童 生徒数が増

加している。

S中 学校には S小学校 (28学級 892名 )と Aガ 学ヽ

校 (19学級 607名 )の卒業生が入学する。 S中学校

には,2013年 4月 1日 現在で 21学級 750名 の生徒

が在籍し,1～ 3年生まで各 7学級, さらに特別支援

学級 2学級 (知 的,病弱各 1)を擁す る H市内でも

有数の大規模校である。

何年か前には校内暴力や学級崩壊が頻繁に生 じ,

生徒指導困難校の一つに数えられたこともあつたが ,

ここ数年は生徒の行動に落ち着きが見 られるように

なったが,生徒間あるいは教HT一 生徒間の トラブル

は皆無ではない。

近郊に新 しい住宅団地が開発 された影響で学区ヘ

の転入者が増加していることから,S中 学校に入学

して初めて互いの関係を持つ生徒が多 く,子 どもの

立場からすると気心の知れた友だちが少ないことが

ささいな トラブルを引き起こす原因となつている可

能性がある。そのことがいじめや不登校生徒が毎年

一定の割合で生じている背景にあると考えられ る。

したがつて,現在では生徒指導上の諸問題が顕著に

見られるとい うわけではないが,表面的な落ち着き

の背後に生徒同士の人間関係上の問題が隠れている

可能性がある中学校である。

0)導入の経過

生徒たちの人間関係の形成は特別活動によるとこ

ろが多い。しかしながら,多忙イヒの進行とともに学

校教育現場では教育課程の精選が喫緊の課題となっ

ていて,特別活動も例外ではなく徐々に時間の確保

が難しくなっている。第 1著者は S中学校校長とし

て着任 した 2011年度より,特別活動が果たしてき

た「望ま しい学級集団Jづ くりを補 うもの としてグ

ループアプローチに着 目し,グループエンカ ウン
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ターや ソー シャル スキル トレーニングを取 り入れて

きた。 今回 い じめ防止 プ ログラムを着想 す るに当

たつて,20H年 度か ら取 り組んできたグループアプ

ローチの成果 を基礎に据 えた 上で,「 望ま しい学級

集団J形成に結びつけるための全校的 な取 り組 みと

して,い じめ防止 プログラムの導 入に取 り組む Z、要

性あるいは合理的根拠がある との認識 に到達 した。

したがって,S中 学校い じめ防J上 プログラムはそれ

に先立つ子 ども同士の 人間関係開発のための全校的

な実践の延長線上に位置づけられる。

こうした 中で ,生徒指導上の諸問題に関する学校

支援を活動 の柱の一つ としていて,それ までに H市
の教職員向けの研修に幾度 となく携わつていた『 公

益財団法 人 子 どもの発達科学研究所 (浜 松オ フィ

ス)』 の W理 事 と H市校長会研究部を仲立ちとし

て情報交換を行 う機会 があ り, “校外専門機関 と連

携 したい じめ防止 プロジェク ト"の具体化 に向けて

相互に協力 し合 うことで合意 した。

そ して,2012年 11月 ,同研究所 と 「い じめ予防

プ ログラム」 の計画や 内容について協議 を重ね,s
中学校側 の教 育的 ニー ズ及び同研究所側のサー ビス

提供内容 ,さ らに双方 の連携協力体制 を確認 した。

その後,S中 学校内のプ ログラム開発及び実施担当

者 (研修主任及び直接の担 当者 2名 )か らなる推進

グループを組織 し,校務 分掌や指導計画 な ど 2013

年度 の教育課程に位置付 けた。 と りわ け授 業の進め

方や教材の取 り扱 いは本取 り組みの成否を決めるも

のでル)り ,同研究所か ら提案 され た指導案 は必ず事

前に検討する こととした.ま た、 い じめ方止プログ

ラムで活 用す る予 定の指導案 の検討それ 自体を校内

研修の一環 として設定 した。

い じめ防止 プログラムの中 ,き的授業 は,関係者だ

けでなく保護 者を含めた一般 に公開す ることを原則

とし,事前 事 後調査 で得 られた成果 と課題 は ,

「学校安全調査報告Jと して関係 者に周知 した。な

お, この教育課程 にお ける全校体市Jの 取 り組みのこ

とを 「い じめ予防プロジェク ト」 とし,具体的 な授

業実践の流れ である 「い じめ予防 プロ グラムJと 区

別することとする。

(3)事前研修の重視

Tabに 1に示す ように,S中学校い じめ予防プログ

ラムは,事前調査,年間 6回の授業 ,事後調査から

構成 されてい る。 年間 を通 しての継続的な取 り組み

であ り,職員が一体 となつてい じめ予 防プ ログラム

に取 り組 むとともに,い じめのない学級づ くりを共

通の 日標 としてい るこ とから,十分な事前研修 を積

み重ねることが必要である。

6国の授業は,い じめを被害者,加害者 ,傍観者

と分 け,傍観 者が いじめ予防 を実際の行動 として示

すことや,い じめられたときの対処法の具体の習得

を目標に,資料に基づいたケーススタディが中心と

なり,形態はグループワークとロールプレイが多く

なる。講義型の授業スタイルでは生徒の態度や行動
の変容につなげることは難 しく,教材の理解が不十

分なままに留まり,授業のね らいとは異なる考え方

や行動を誤って獲得して しま う恐れがあることが懸

念される。

また, いじめられたときの対処法として本いじめ

防止プログラムで生徒に習得させたい内容として中

心的な位置を占める行動の見本集 (生徒に分かりや

すく,かつ記憶に留まりやすいように, この行動見

本集を 「ただNOう さぎ」と命名 した (Fig l)。 )

を作成 した。そしてこの行動見本の背景となるソー

シャルスキルを中.さ とする理論について,校 内研修

の機会を設けてじっくりと学習した。講師は,連携
先の『子どもの発達科学研究所』のW理事が務めた,

た 劫 けを求め&   醸
だ  :自分自身に「大文夫」と言いFE3かせる。

NO:はっきりと自分が颯ついていること,嫌
がつていることを□にする。

つ :うけながす。認めることは認めてしまう。

さ :避ける。そぅぃぅ場面にならないように逃lず

たり避けたりする。 2人きり

「

Lならない。

ぎ :ギャグ (笑い,ユーモア)に変える。

Fな 1 いじめられたときの行動見本

なお,同理事は特別支援学校の勤務歴が 20年を越

え,数年前に大阪大学を中心とする “連合小児発達

科学研究科"(博 士課程)を修了 した専門家である。

この「ただ Noう さぎ」は,い じめの被害者とカロ

害者がたやすく入れ替わるという特徴 (国立教育政

策研究所,2013)を踏まえ,い じめの被害者になっ

た時期を何とかいろいろなスキルを行使することで

や り過ごせば,最悪の事態を回避できるとい う考え

に基づいている。いじめ被害をより深刻化させない

ために被害生徒がとることが望ましい行動のサンフ

ル集 という形をとっている。したがって,ぃ じめ間

題の根源的な解決を図り,い じめの発生それ 自体を

なくすという主旨というよりも,後 にいじめ―いじ

められの関係が固定化しないようにするために生徒

がその場その場でより望ましい対処行動をとりやす

くするためのヒン ト集という性格を持っている。

このように,S中学校いじめ予防プログラムを実

施するに先立って,背景となる理論や全体の大枠 ,

いじめられた時の行動見本に関する基本的考え方な
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Tabt l S中学校いじめ防止プログラム年間計画

内 容
時間

(実 施 日)

支援 留意点

「学校安全調査の実施」 (事前調査)

プログラム実施前の現状を把握する。

(21113年

月末 )

1
。い動 カログラムを実ヒ●窃課 しく現Ⅳ教口り敗

善課題諄」明らが硫

1「 いじめとは lJ

・ このプログラムの概要を知 る。話 し合いのルールを決め

る。

い じめと国可か,種類,深刻さ (話 し合い)

いじめの定義を知る。いじめのカロ害者,被害者,傍観者に

ついて知る

学校の安全について考える (危 険な場所,安 全な場所

は ?)

‐学校安全調査スライ ド

1

(5/2)

グループワークのルールを押さえる。

「個人名を出さないJ「ここでの話題はここだ

け」

4つのキーワー ドを紹介するが,「それに当て

はまらなければよい」のように受け取ることが

ないように注意する。

より多くの生徒が「傍観者Jと な り得ることを

考え,その予後については深刻なF.3題があるこ

とを説明し,い じめのない学校にするための方

策を真剣に考えるよう,導く。

ルールについては,自 分に都合のよい自分勝手

な発言をしないよう,「 クラスのみんなJが参

カロ,納得するものを話し合 うよう助言する。

「|ヽ じめとは 2J

前時の確認 加えてセクハラ,虐待について

・ クラスルールの作成又は改葛 又は確認

・い じめ防止ポスター,標語の作成

2「 いじめとは(1の復習)」

・事例紹介

シナリオスタディ

,ヽ じめのない学校にするためにできること

1

(527)

告げ口と報告の違いを強調,~る 。

・学習したことをもとに, 自分ができることをよ

り具体的に考え,実行するよう導く。

3「 いじめられたとき 1」

前時の確認

い じめられたとき, どうするのが良いのか (話 し合い)

シナ リオスタディ 1

1

(7″ )

グループごとに5つの事例①物を取られる②仲

間外れ③悪口④インターネット⑤たたくを害1り

当て,具体的な場面を想像しなが ら付箋紙を

使つてきまざまな意見が出るよう助言する。

話し合いの発表のときは,ロ ールプレイを使っ

て,メ ンパー全員の参加を促したり,わかりや

すい説明ができたリリ
~る

よう助言する。

4「 いじめられたとき 2」

・ 前時の確認

・ シナ リオスタディ2

・ い じめられたときの方略を知る,練習する

i

(8729)

「ただのうさぎ」を説明 し,実際にグループご

とにロールプレイとしてや らせることによって

具体的な方法が現実で実行 しやす くなるよう導

く。

5「 思いやりのある集団J

前時の確認

い じめを見たとき, どうするのが良いのか (話 し合い)

シナ リオスタディ 3

集団の 1人 として知つておくべきこと

1

(11″5)

告げ口と報告の違0ヽ を強調する.

事例を使い,「 自分だつたらどうするかJと 真

剣に考えるように促す。

6「 安全な学校」

これまでの確認

クラスルールの確認又は改善

・ クラスを良くしていくための方法についての話し合い

1

(1/6)

・ 2'い じめとは 2」 で作つたルールに付け加

えて,よ り具体的にクラスを良くする方法を考え

るよう助言する。

「学校安全調査の効

Ⅲ平成 24年度実施との比較

(2014年 1

月末～2月

ネ刀)

・前戦 と比較し いじめに,ヽで書燿当●深く裁 るこ

とできるように

'テ
勁毛張示す翫
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どについて校内研修の機会を設け,職員間の意思統
一を図つた。この準備段階における研修活動を通し

て,S中学校 と外部の専門機関との連携協力及び双
方の役割分担のあり方,さ らにこうしたプロジェク

トを一中学校で企画実施するメリットや意義・課
題,全校でいじめ防止プロジェク トに取り組 もうと

する場合の他の業務との調整などについて,前年度
に職員間で十分な意見交換を繰 り返し行つたこと

が,本プロジェクトの実現可能性を高めることに結

びついたと考えられる。

S中学校いじめ予防プログラムの概要
プログラムは,事前調査,年間 6回 の授業,事後

調査か らなっている (Tablc l)。 授業は学活の時間
を利用して実施された。

(1)事前調査 2013年 1月 に質問紙による調査を

実施し,同年 2月 に「学校安全調査報告」として生

徒・保護者 教職員に周知した。質問紙の内容は,

いじめの被書体験 と仲間はずれやネッ トいじめなど
といった内容 ,い じめが起きやすい場所や 日撃者の

対応,学校風土,保護者に対する訴えの有無やその

時の対応などである。

(2)授業
l授業 1:「いじめとは 1」

2013年 5月 上旬に実施した。指導案は,基本的に

①グループワークのルールの確認,②学校安全調査
の結果に基づいて,被害者のltF向 ,加害者の傾向,

被害者の行動 , 日撃者の行動,学校の思いや りのあ

る雰囲気についての学習,③いじめの定義とその境
界線,い じめに関係した人のその後の姿,①い じめ
についてわかったことの各自の振 り返 り,か ら構成
されている。
2授業2:「いじめとは 2J

2013年 5月 ド旬に実施 した。指導案の構成は,前
半は,①校内での事例を基にいじめの定義 と種類 ,

②いじめに関係した人のその後,後半は③ 「これっ

ていじめ?Jの資料をもとに加害者,被害者,傍観
者の気持ちを考える,④教師がその特徴を説明 し,

まとめとする,で ある。Fig 2は ,そ のときの授業
風景の 1コ マである。

Tablc 2 オ旨導案 (「 いじめられたとき lJ)
活 動 内 容 又援 (0)留 意 点 (・ )評価 (◎ )

「いじめJについて学んだことは何か,4つのキーワー ド「力の
差,繰 り返される,意図的,不公平な影響Jを確認する。

・ いじめかもしれない出来事について 「いじめJ「いじめではな

例6司
のど

7ξ 錆 多

ける。 錮 力 Eョ

例②    仲間はずれ
例③    悪 口

例④    たたく/押す

本時の課題

「LINEで悪口を言われた」「暴言 暴力」「悪口を言われる」事
例 について,対応方法をグループごとに話 し合 う。

① グループで最もよい対応方法とされるものを決める。

②発表方法は,4人それぞれがキャラクター (ス ネオ・ ジャイア
ン のび太・しずかちゃん)になりきり,   グループごとの
ロールプレイとし,対応方法を紹1介するロールプレイを行う。

グループの発表

まとめ

「ただのうさぎ」方法について説明する

た :助 けを求める

だ :自 分自身に「大丈夫Jと言い聞かせる (自 己肯定勘

NO: はっきりと自分が傷ついていること,嫌がつていることを

日にする。

う :う けなが九 認めることは認めてしまう。

さ :避ける。そういう場面にならなぃよぅに逃げたり避けたり
す る。 2人きりにならない。

)ヽに変える。ユーモアに

つらい経験がある生徒もいるので,自 分のこ

とではなく,友達がされているのを見て考え
たことを出してもよいとし,配慮をする。
被害者が悪い という考えが根底にある場合
は,ふ さわしくないことを伝える,

前時に学習した4つのキーワー ド「力の差 ,

繰 り返される,意図的,不公平な影響Jに触
れながら,「いじめかもしれない出来詢 が
「い じめJであるということを確認→

~る
。

個人が意見を言いやすいように,少人数 (4
人)の グループ編成にする。

案t「ζII負囮 :栓手F度
確

事例を実際に経験してしまった生徒に配慮
し,キャラクター (ス ネオ・ジャイアン・

のび大 しずかちゃん)に なつて発言する。
シナリオを作りやすいように,政合めに, しず
かちゃんを手本にしたロールプレイを代表グ
ループ

｀
が行う。

のび太 (被害者)しずかちゃん (傍観者)の
発言を考えさせる。
シナリオスタディを通して被害に遭わないた
めの方法やよりよい気持ちの持ち方を考えグ
ループで発表することができたか。

(観 察 魂表 )

「ただのうさぎ (後述)Jで出にくいと考えら
れる「う iう けながすJ「ギ :ギ ャグ (ユーモ
ア)に変えるJに ついての対応方法を考えた
グループを意図的に指名する。
学級で「ただのうさぎJが合言葉になるよう
に,掲示をしたり,話題に挙げた りする。
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3授業 3:「い じめられたとき lJ

2013年 7月 上旬に実施 した。授業の導入は,「力

の差′繰 り返 し,意図的 ,不公平な影響Jと い うい

じめのキーワー ドからは じま る。 この授業の課題は

「も し,い じめの被害 にあつた ら?Jと い う対処の

仕方 ,ラ イン悪 口,暴言・暴力な どの シナ リオをも

とに,ロ ール プ レイで対応方法を身に付ける。 その

方法 で あ る 「た だ NOう さぎ」 が ま とめ とな る

(Tablc2)。

4授業 4:「い じめられたとき 2J

2013午 8月 下旬に実施 した。授業はいじめの事実

や予後を クイ ズ形式で確認す ることか らは じま り,

「い じめ防止 対策推進法」の概要 も知 らせ る。授業

の中心は,実際場 面でのいじめの解決法で,3種 類

のシナ リオをもとに,使えない場合 も考慮 しつつ
,

「ただ NOう さぎ」で考えることである。グループ

ごとに口頭や劇 ,掲示 などで発表 して まとめとす

る。

5授業 5:「思いやりのある集岡づくりJ

2013年 11月 下旬に実施した。授業のキーワー ド

は「共感」と「正義」である。い じめの被害者を助

けることができなかった目撃者の高藤をシナリオで

共有 し,一人ひとりどう行動すべきであつたのかに

ついて考える。い じめは絶対に許 されないことや ,

「思いや り」のある集団を作ることが必要で,その

ために,お互いの立場を尊重すること,安全で楽し

い学習環境に貢献すること,孤立 させない共感的行

動,正義を守る行動など,自 分たちのガイ ドライン

作成まで進める。

6授業 6:「安全な学校づくりJ

2014年 1月 上旬に実施した。授業の前半は「もし

もこうい う状況になったら」 (学校生活で起こりそ

うないじめの状況を題材に, グループで実際の場面

での行動を考える)。 後半は,い じめ撲滅アクショ

ンプランと題 し,い じめをなくすための行動を起こ

すプランを立てる。教師はこれまで学んだことを評

価し学校 学年・学級のいじめ相談窓口を紹介 して

終了する。

なお,6回 日の授業終了後に,全生徒に対して①

いじめの理解,②いじめ防止への努力及び③い じめ

防止プログラムの効果に関する認知を 4件法で求め

た 。

(3)事 後調査 これ ら年間 6回 の授業を実施 した

後の 2014年 1月 に,事後調査として 2回 日の「学

校安全調査」を実施した。なお,それ以外に,全PRl

員を対象 として,今回のいじめ防止プログラムの内

容及び実施に関する自由記述調査も実施 した。

取り組みの成果

(1)事前・事後調査の結果比較

①いじめの被害件数及び目撃件数について

TabL 3は ,い じめの被害経験者数を事前調査

(2013年 1月 実施)と 事後調査 (2014年 1月 実

施)と で比較 したものである。全体としては減少 し

てお り, とくに「言葉によるいじめJ及び 「社会的

いじめ」の減少が顕著である。

いじめの目撃数も,ほとんどの項 目で減少してい

る (Tablc 4)。 なお,学年間を比較すると,現 2年

生の 1年次のときよりも現 1年生のいじめの目撃数

が多く,これは学年職員の認識とも一致していた。

Tabに 3 いじめの被害経験者数 (最近 lヶ 月)

※1度 でもあつたものをカウント

Tablc 4 いじめの目撃数 (最近 lヶ 月)

いじめられたとき及びいじめを目撃したときの対

処行動についても,2013年及び 2014年 とい う2つ
の時点で調査を行つた。Tabb 5は 実際にいじめを受

けたときの対処行動として選ばれた回答の度数を,

TabL 6は いじめを目撃したときの対処行動の出現度

数を,2つの調査時点でそれぞれ比較した結果を示

している。いずれの Tabtについてもχ
2検定を行つ

たところ,調査時点といじめを受けたときの対処行

動の内容との間に統計的に有意な相関が認められ

(χ
2(7)=20527,p<01),残差分析の結果,“無視

したり逃げたりした"が増加する一方, “気にしな

いようにした"と の回答が減少していた。一方,い
じめを目撃したときの対処行動には統計的に有意な

連関は認められず,2つの調査時点間では変化が見

られなかつた。

Tabに 5 いじめを受けたときの対処行動採用数

判」部
」
"1断 哩 囲 牲

125椰 悲f川晰動 H22敏 1鵬 3哺

引枷いじめ佃く、押1鳳る) 12 7

詢肌lじめ(持ち物を取る、隠1壊す) 9 6 6 5 2

言葉によるいじめ 17 15 9

社会的いじめ仲馴D 5 8 7 3

勧いω倶側翻晴な儒餞 稽観総 2 4 2

ネットいじめのターネットのメJ伝 掲納 3 4 2

※1度 でもあつたものをカウン

単位は% HZ全 体

同も しなか った 15 1

したり逃げたりした 8 26
iに しないようにした
)っ た相手にやめるように言った

25 12
20 16

)っ た相手にやり返した 13 17
親に助けを求めた 6 3
反達に助けを求めた 6 4
先生に助 けを求めた 8 2

Tabに 6 いじめを目撃したときの対処行動採用数

単位は% H24全体 H2Fo全体

何もしなかつた 56 61
相談相手になつた 12 10

■た人を慰めた 12 13
やられた人を自分の仲間に入れた 8 6
やられた人を逃がした 5 3
いじめた人に立ち血かった 3 5
先生に助けを求めた 4 3
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(2)生徒のあらわれ

年間 6回の授業終了後に,全学年の生徒に無記名
の質問紙による調査を実施 した。調査内容は,い じ
めの理解度 (“い じめとはどのようなことであるか

分かった")と いじめ防止プログラムに対す る評価
(い じめ防止プログラムを通 して,い じめをな くそ

うと努めることができた)である。

各設 F.5に 対 して,“ よ く当てはまる", “だいた

い当てはま る
°
, “あ ま り当て |ょま らない"及び

“まった く当てはま らない"ま での 4段階評 定を求
め,順に 4から 1点 を与 えて得点化 した (Fig 3及
び Fig 4。 )

している様子をうかが うことができる。これ らは,

本いじめ防止プログラムを実施す ることで生じた期
待された方向での生徒の変化 ととらえることが可能
であり,全体 として本プログラムの有効性を示 して
いると考えられる。

しかしながら,0唯 着の困難 さJ及び⑤ 「内容
の適 切さに対する疑問」 と命名されたカテゴリーが
見出されたことは,本いじめ防止プログラムの制約
事項 と限界を指し示したものと解釈することができ
る。いじめ防止プログラムで学習 した内容が “実際
の場面"や “いざとい う時"に役立っ とは限らない
ことを生徒自身が実感 し,そ うした限定条件の下で
のいじめの理解である点を学校として認識 しておく
必要があろう。

また,プ ログラムの内容,よ り直接的には指導案
が生徒にとつては必ず しも現実的ではなく,いわば
授業のための授業 と受け止められていたことが明ら
かにされたことは,重要である。内容それ 自体の改
善を図り,よ り現実的で,かつ生徒の立場から見て
もより納得感や達成感を強められるような指導案や

Tめに7 いじめ防止プログラムに対する生徒の

3学年

計

2::年
 鸞麟圏鸞磯爾鸞艤艤購圏闘圏閣圏麟目圏麟圏圏圏鸞

=驚獨|

※数字は%、

生徒のい じめの理解度の評価

3学年

計

2学年

計

1学年

計

※数字は%
Fig 4 生徒のいじめ防止プログラムに対する評価

いずれの設間に対 しても生徒は 90%を越える高い
比率で肯定的回答を行い,本 いじめ防止プログラム

の実施が生徒のい じめに対する理解を増進 させ ると
ともに,有効性があることを認識 していることを示

す結果となった。

次に,事後調査の一環 として実施された生徒のい

じめ防止プログラムに関する意見や感想な どの自由
記述結果を Tabt 7の ように分類 した。分類の原案
は推進グループが作成 し,校内研修の場で全職員の

意見交換の上で確認したも
生徒からの .・L述は,肯定的な回答 (①～③)と 否

定的回答 (④ ～⑤)に 大別された。肯定的回答は,

① 「いじめ理解の進展J,② 「意識や行動の変化J

及び③ 「いじめへの対処行動の習得」,に 分類さ
れ,い じめに関する理解の深まりと具体的な対処行
動を知ることで,い じめに対する認識と行動が変化

1  系総計 騨爾瞳麗艤鸞爾鐵機国国麗国爾量鰺な麟

,学年

計

Fig 3

意見 感想の分類結果
カテ ゴリー 代表的記述

① い じめ理解

の進展

0い じめがなぜいけないか分かつた:

○いじめの基準がはっきりした。
Oい じめられている人の気持ちになつ
て考えることができた。
Oど のようなことから,い じめに発展
していくかが分かつた。

②恵 識や/7動

の変 化

∪″`らかわれ こも気にならなくなつ
ブヒ。
Oい じめへの関心が高まり,意識する
ようになつた.

0友達 との接 し方について考えること
ができた.

0い じめへの

対処 行動の習

得

υい じめを見たとき, された時の対処
法が分かった。
O誰に相談したらよいのか分かつた。
O生活 ノー トで知らせればよいとい う
意識が強くなった。
OただNoう さぎを知って受け流 し方
が分かつた。

り定青の困難

さ

●いさといつ時,実行に移せる人は少
ないと思つた。
●プログラムだけで,す 先生の見ていな
い ところで行われるので解決につなが
らない。

●実際そうなっても自分が対処できな
かつた,実行するには勇気がいる。
●できたらすばらしいことだと思 うけ
ど,大半は実際にできることではない

と思った。
●実際にいじめられたら,授業で習っ

たことを忘れてしまいそう.

0内容の適切
さに対する疑
F.5

●授業でやつたいじめの内容は現実と
かけ離れている。
●い じめについては分かったが,解決
する上では参考にならない。
●人付き合いをする上で最 1,基本的な
ことを確認する程度だった。
●い じめの内容が浅く,みんな自分に

関係ないと思って授業を受けていたと
思 う。
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遠藤善和 原田唯司

1

教材に向けて持続的な改善を進めていくことが求め

らオtる 。

(3) 教職員の意見と感想

2014年 1月 末の事後調査によると,い じめ予防プ

ログラムに関わつた教職員の 96%がいじめ予防に役

立ったと回答 してお り (Fi35),本 プロジェクトの

有効性の一端が示されたと考えられる。

カテゴリーは①「いじめ理解の浸透」と,②持続

的取り組みへの発展・転化の必要性Jと に大別され

た。第 1の 「いじめ理解の浸透」カテゴリーは,教
職員及び生徒の双方にとっての本いじめ防止プログ

ラムの有効性を評価する内容で,い じめそのものに

対する理解や対処方法の学習がいじめに対するより

深い認識を教職員 生徒に獲得させ,そ れらがいじ

めの防止に結びつくとの明確な見通しを持つ ことに

つながっている。全校体市1に基づいたいじめ防止プ

ログラムの共同実施が,教職員のいじめの関する共

通理解を浸透させ,い じめ防止に向けた具体的な対

策として認知されている様子が伺われる。

第 2の 「持続的取り組み合の発展・転化の必要

性」カテゴリーは,本いじめ防止プログラムの実施

によるいじめ理解の広がりを一時的なものにせず ,

年間を通した何年にもわたる粘 り強い実践につなげ

ることの大切さを指摘するもので,ル わヽば “点から

線,線から面"への発展形態を想定した内容である

ととらえることができる。今回の S中 学校いじめ防
止プロジェタトは,教職員個々によるいじめ防止に

向けた “点"と しての取り組みを,年間を通 した ,

全校体制のもとで継続的に実施されたことを受け

て, “線"や “面"と しての取り組みに質的に転換

させるものであった。さらに重要であるのは,こ の

取り組みを単年度で終わらせるのではなく,年度を

またがつて,いわば通常の教育活動として日常化さ

せることによつてこそ,究極のねらいであるいじめ

防止に近づくことができるという認識を教職員が共

有していることである。

以上か ら,教職員の意見や感想から,S中 学校い

じめ防止プログラムの有効性について教職員が全体

として高い評価を持っていることが示された。

考察と今後の課題

S中学校いじめ予防プログラムは,S中 学校区の

社会文イヒ的特徴や生徒同十の人間関係に見 られる近

年の傾向に加 えて,い じめ問題をめぐる最近の動き

などを背景に,管 理職の持つ課題意識をより直接の

引き金 として,外部専門機関と学校 との協働を目指

した新たな試行的取り組みとして形を成 した,学校

課題解決のためのプロジェクトの一つである。

この取 りl■みの最大の特徴は,学校が対応に苦慮

している子 どもや保護者,教職員が抱 えている諸間

題に対して,専門的な見地から学校をサポー トする

資源を有する外部専門機関との協働という形式で展

開されたことである。一中学校が単独で外部専門機

関とともに学校固有の課題解決を目指 して連携協力

を行 うとい う形態自体非常に珍 しいことであり,S
中学校が実際にこの取 り組みを企画実施 したところ

に大きな価値がある。近年ますます複雑化・多様化

するいわゆる生徒指導上の諸問題に対 して,学校が

持つ人的その他の資源のみでは有効な対策を確実に

実施するのはより難しい状況 となっている。適切な

形で校外の専門機関と連 l‐
E協力を進めることによつ

て教職員の多忙感や疲労感がこれ以上拡大すること

を防ぐことが可能であり,こ うした外部機関との連

携協力の機会は,今後 ますます増えて行 くであろ

つ。

こうした状況にあることを前提に,今回 S中 学校

一
　
　
　
　
蟻

“
，

理

「lJ :ま つたくあてはま

らない

Fig 5 教職員のいじめ防止プログラムに対する評価

次に Tttlc 8に ,プロジエク トの終了後に教職員

に求めた感想や意見を分類した結果を示す。

Tあt8 いじめ防止プログラムに対する教職員の

意見 感想の分類結果

カテ ゴ リー 代表的記述

∪ |｀ じめ埋解

の浸透

oい じめかどのよつなものかを駆の (

考えた り,理解 したりするのに役に

立った。

○ 人間関係づくリスキルアップやいじ

めの定義を知る上で 1～ 2年生は有効

だつた.

0い じめられる側への声かけや相談に

対す る対応のヒン トにもなった。ま

た,傍観者の視点から生活を見つめな

おすきつかけは普段の生活の中で役立

つ と思った、

O様 々な対応方法や知識を得ることが

できた。

○ 「い じめ」を予防する知識を数多く

学ぶ ことができよかつた。生徒の日記

にも,授業の内容にふれる文章が多く

あったので,効果はあると思 う。

②持続的取り

組みへの発

展・ 転化の必

要性

○い じめをセロにすることはできない

ので , これからも続けていく必要があ

ると思 う。

○対処でなく防止できる学校にするに

は, このような地道な学習を積み上げ

るしかない。

O昨 年度行つた人間関係プロジェクト

と合わせて学年の段階的に計画すると

よい と思 う。 1年生は,今年度と同じ

ようなプログラム,2年生は,い じめ

予防の学習を振 り返りと スキル学

習 エンカウンター, 3年生はエンカ

ウンターとリフレーミングなど.

○ 「い じめ予防Jの授業は継続する必

要があると思う。担任だけでなく,い
ろいるな先生がクラスに入りいじめに
ついて語 り合 う時間を持つと,学校全

体で取 りi■んでいる雰囲気も伝わり,

生徒の考え方も広がると思 う。
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いじめ防止につながる学級づくりに向けた全校推進体制の構築

いじめ防止プロジェク トが教職員や生徒か ら一定の
高い評価が得 られた背景には,以下の点が関わって
いると考えられる。

まず第 1に ,前年度の段階で力量ある教員を推進
チームとして組織 し,プ ロジェク ト全体の構想策定
や実施計画の立案,外部専門機関との役割分担,い
じめ防止プロジェクトの具体的中身づ くりなどに専
念する体制を組んだことである。 もちろん,こ のプ
ロジェク ト全体に関わるビジョンや思いなどを校長
が繰 り返 し推進チームに説明 し,ね らいや意義から
効果半1定 の方法に至るまで多面的に合意形成を図っ
たことが土台 として重要であったことは論 を供たな
い。推進チームが機能するには,校長からの合意形
成に向けた継続的な働 きかけが必須であつたと考え
られる。実施に先立って周到な準備を進めるととも
に,推進するにふ さわ しい体制を全職員か らの了解
を得なが ら慎重かつ確実に構築できたことが本 プロ
グラムの浸透に結びついたといえよう。
第 2に,限 られた校内研修の時間の多くを本プロ

ジェクトに割 くことに関する職員全体からの承認を
受け取るために,校長 を中心 として教頭や教務主
任,研修主任などが粘 り強く話し合いの機会を重ね
たことである。本プログラムの実施のいわば前提条
件として,他 の業務の軽減や行事の見直 しを図るこ
とにより,職員の負担感を増大させないことや新年
度の学校運営が確実に機能す る見通しを十分に持た
せることも何度か繰 り返 された職員間の話 し合いの
中で明示 された。職員間の合意形成のための繰 り返
しの対話機会が,職員相互の意思統一の質 を向上さ
せる条件であったとも言えよう。

第 3には,本いじめ防止プロジェク トを校内研修
の柱 として位置づけたことにより,全職損 が同一メ
ニューでいじめ防止に向けた授業を実施し,職員会
議全体レベルから学年部 レベルでのリフレクション
や意見交換機会を定期的に設定できたことが,職員
間の共通理解を進め,互いの心理的距離の縮小に向
かったことである。Tablc 8に 示すように, “担任だ
けでなく,い ろいろな先生がクラスに入りいじめに
ついて語 り合 う時間を持つ"と の指摘は,職員間の
連携 協力がいじめのない学級づくりを進めるための
重要な条件であることを示唆 している。い じめに関
する認識の共有が進んだことも, こうした職員間の
連携協力によるい じめのない学級づくりを促進する
基盤ともなろう。

以 ヒのように,い じめのない,生徒がより安心感
を実感する学級づくりを目指した S中学校のいじめ
防止プログラムを中心 とした実践は,成功の可能性
を高める機能的な組織づ くり,/1・教職員の合意を得
るための粘 り強い話 し合い,各教職員の負担を増大
させない仕組みづ くりなどを確保することによって
より意義あるものになったと考えられる。 S中 学校
いじめ防止プログラムは,生徒のいじめに対する考
え方や防止に向けたスキル形成に向けての直接的な
効果 とい う側面よりも, いじめのない学級づくりに
向けた全教職員の合意形成と連携協力の必要性や意
義を分かち合 う契機であ り,機会 となったとい ぅ側
面にこそ成果が見られたといえるであろう。
最後に課題を挙げるとすれば,本プログラムのよ

うに,い じめ防止に向けた共同事業を外部専門機関

との間で企画実施する際に, どこまで協働の質 を高
めることができるのかとい う点である。s中学校と
外部専門機関との連携協力自体が少なくとも H市内
では前例がないことか ら,成果に結びつく実践的知
識や ノウハウの蓄積は皆無に等しかったのが実状で
ある。幸い有能な推進チームを組織 し,全 Tx~協 力体
制を確立できたことが,望ましい結果を生み出すこ
とにつながってはぃるが,実際に実施 された授業の
指導案については,TabL 7に示 したように,生徒か
ら内容の適切 さに関する疑間が指摘されている。お
そらくは,細部にわたる綿密な指導案の検討のため
の時間的ゆとりに乏しかったことが, こぅした不十
分さの一因を成していると考えられる。そこで,学
校と外部専門機関との連携協力がより有効に展開さ
れるために必要なことは,専 門的な知識・技法 と学
校教育実践との双方を連絡調整するコーディネータ
の養成である。双方をつなぐにふ さわ しい専門性と
実践性を備えた人材養成 とい う面では,本研究科教
育実践高度化専攻 (教職大学院)が果たす役割は貴
重であるといえるであろう。
2014年度,S中 学校の 「い じめ予防プロジェク

トJは 2年 目となる。 「いじめ予防」に特化 したプ
ログラムは例が少なく,困難に直面している多 くの
公立中学校の参考となれば幸いである。
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